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社会課題解決に向けた取り組みについて
① 「ハッピーローソンタウン」

② 「災害支援ローソン」

③ 「地域共生コンビニ」

株式会社ローソン 開発本部 部⾧

氏本 和敏
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会社概要
株式会社ローソン社名

東京都品川区大崎一丁目11番2号所在地

代表取締役社⾧ 竹増 貞信代表者

1975年4月15日設立

585億664万4千円
（株主構成:三菱商事 50% KDDI 50%）資本金

12,087人（連結、2026年2月末時点）従業員数

コンビニエンスストア「ローソン」、「ナチュラルローソン」の
フランチャイズチェーン展開事業内容

3兆223億円（2026年2月期、連結）全店舗
売上高

国内:14,697店 海外:7,793店
（2026年2月末時点）

総店
舗数

国内:47都道府県
出店
エリア

海外:中国（上海市及び周辺地域・重慶市・大連
市・北京市及び周辺地域・瀋陽市・武漢市・合肥
市）、インドネシア、ハワイ、タイ、フィリピン

主要
グループ
会社

株式会社ローソンストア100

株式会社成城石井

株式会社SCI

株式会社ローソンエンタテインメント

株式会社ローソン・ユナイテッドシネマ

株式会社ローソン銀行
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ローソンの目指す未来像
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社会課題解決に向けた取り組み
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マチの再創生「ハッピーローソンタウン」
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ハッピーローソンタウン構想
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ハッピーローソンタウンとは
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ハッピーローソンタウン池田伏尾台店 オープン
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特⾧的な品揃え
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地域の皆様のコミュニティスペース
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暮らしの利便性を向上するサービスの提供

参考:愛媛県今治市参考:愛媛県今治市
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平時/有事を問わない地域住民の皆様の安心、安全への貢献

災害支援災害支援
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災害支援ローソンとしての機能
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社会課題解決に向けた取り組み 「災害支援ローソン」
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災害支援ローソン
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Appendix

災害支援ローソン:KDDIと連携

平時はお買い物拠点、災害時には地域住民の支援拠点に
災害情報の受発信、水・食料の供給、通信・電力の確保で地域を支援
2026年2月:千葉県富津市に１号店オープン（富津湊店）



Copyright (c) 2026 Lawson, Inc.  All rights reserved. 17

社会課題解決に向けた取り組み 「地域共生コンビニ」
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地域共生コンビニ
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地域共生コンビニとは
高齢化や人口減少の進展、深刻化高齢化や人口減少の進展、深刻化

スーパー等がやむなく撤退する地域の増加スーパー等がやむなく撤退する地域の増加

買い物に不便を感じる地域住民（買い物困難者）増加買い物に不便を感じる地域住民（買い物困難者）増加

自治体や地元企業と連携した地域共生コンビニの出店自治体や地元企業と連携した地域共生コンビニの出店

スーパーよりも小商圏で成り立つCVSの特⾧を活用スーパーよりも小商圏で成り立つCVSの特⾧を活用

地域課題の解決と持続性（事業性）の両立を目指す地域課題の解決と持続性（事業性）の両立を目指す
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関係者外秘地域共生コンビニ 出店事例（2024年以降）
出店内容店舗名場所オープン

Aコープ跡地に行政と連動し出店。FCも行政の支援で起業した企業。上厚真北海道
厚真町2024年4月

国・県の助成金を活用し、行政と連携した出店。FCは行政の子会社
（第三セクター）。立山町役場富山県

立山町2024年4月

買物困難エリアへの出店を検討し、行政から造成費やFC候補者の協
力をいただく。阿南町新野⾧野県

阿南町2024年7月

地元スーパー閉店による買い物困難エリアへの出店。和歌山吉礼和歌山県
和歌山市吉礼2024年7月

地元スーパーと協業し、スーパーとコンビニのコラボ出店。マルショク⾧浜大分県
⾧浜町2024年7月

地元スーパー閉店による買い物困難エリアへの出店。龍神村西和歌山県
龍神村2024年10月

地元スーパー閉店後、最寄りFCオーナーが自治体からの補助金により
リロケート。補助金交付条件もあり、地元スーパーの商品を品揃え。八頭町丹比鳥取県

八頭町2024年11月

JA系列スーパーを看板替え。FC加盟社もJA子会社。由利本荘
鳥海町

秋田県
鳥海町2024年11月

買物困難エリアへの出店。FCは行政子会社。移動販売も行う。道志山梨県
道志村2025年6月
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出店事例①:北海道 上厚真店

オープン日:2024年4月25日
所在地:北海道勇払郡厚真町字上厚真246番
営業時間:5時～24時

買い物困難者対策として厚真町が費用負担。Aコープ撤退跡地への出店が実現買い物困難者対策として厚真町が費用負担。Aコープ撤退跡地への出店が実現
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上厚真店 写真
外観

入口

コミュニティースペース

ウェルカムボード 応援メッセージ

サイン

地元商材の店仕入
冷凍:ジンギスカン

大福
常温:お酒類

FCオーナーが
運営するランドリー
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出店事例②:富山県 立山町役場店

オープン日:2024年4月26日
所在地:富山県中新川郡立山町前沢２４４０
営業時間:6時～22時

本屋が無い町にCVS＋マチの本屋さんでの出店。マチからのニーズに応える本屋が無い町にCVS＋マチの本屋さんでの出店。マチからのニーズに応える
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外観

入口

役場側入口

コミュニティースペース

マチの本屋さん
＋たてやまの本売場

設計者のこだわり
（立山町ゆるきゃら
（らいじぃ）と
立山連峰）

立山町役場 写真

包括協定締結式

ガラス張りにしたコミュニティースペース

木材を利用した店舗
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その他の出店事例
＜和歌山県＞10/4（金）「ローソン龍神村西店」オープン

・元スーパー跡地への出店
・地域交流スペースとして、小上がりのあるイートイン設置

＜秋田県＞11/22（金）「ローソン由利本荘鳥海町店」オープン

・元JA跡地への出店（JAと連携し生鮮品揃え）

＜鳥取県＞11/15（金）「ローソン八頭町丹比店」オープン

・スーパー跡地への出店（地元スーパーと連携し生鮮品揃え）

＜⾧野県＞7/5（金）「ローソン阿南町新野店」オープン

・JAがクローズし、買物困難地区になったエリアへの出店
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地域課題の解決に向けて

暮らしを支える買い場・サービスの提供とコミュニティの創出
自治体・地元企業との連携

暮らしを支える買い場・サービスの提供とコミュニティの創出
自治体・地元企業との連携

・自治体等の所有している建物の活用
・コミュニティスペース（交流の場）の設置
・住民の方々が毎日来店して頂ける仕掛け
～ 自治体と連携したよろず相談、情報発信基地 他
・災害支援への取組み

・自治体等の所有している建物の活用
・コミュニティスペース（交流の場）の設置
・住民の方々が毎日来店して頂ける仕掛け
～ 自治体と連携したよろず相談、情報発信基地 他
・災害支援への取組み

・第三セクターや地元企業による店舗運営
～ワンストップショッピングの追求
・地域密着のお店づくり

・第三セクターや地元企業による店舗運営
～ワンストップショッピングの追求
・地域密着のお店づくり

ハコ

ヒト
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検討のステップ

①情報交換
・地域課題の共有
・弊社リソースを活用した解決可能性の検討
・公有地、遊休施設等に関する情報提供

②商圏調査
・出店可能性の調査
・出店可否の一次判断

③協議開始
・運営候補者の選定
・費用負担等の条件整理、協議
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お問い合わせ・ご相談等 お待ちしております

◆地域の活性化・賑わい拠点整備をお考えの自治体様

◆大型団地の利便性向上を検討している自治体様

◆買い場の維持にお困りの自治体様

◆道の駅の活性化・リブランディングを検討されている自治体様

その他、ご不明な点がございましたら、お気軽にお問い合せください。


